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８ 川崎南法人会だより

税 務 署 か ら の お 知 ら せ 税 の Q & A

９川崎南法人会だより

　新型コロナウイルス感染症の影響により、国税を一時に納付することが困難

な場合は、税務署に申請することにより納税が猶予されます。

まずは「国税局猶予相談センター」へ電話でお早めにご相談ください

猶予の申請方法

「納税の猶予申請書」を所轄の税務署（徴収担当）に提出してください。

国税の猶予の詳細はこちら

※地方税や社会保険料についても同様の制度が設けられています。

　地方税については総務省のホームページを、

　社会保険料については厚生労働省のホームページをそれぞれ御確認ください。

　総務省：https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000399.html

　厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10925.html 

検　索

申請は郵送（様式は国税庁ＨＰから入手可能）又は e-Tax をご利用ください

申請書の作成が難しい場合は、国税局猶予相談センター（フリーダイヤル等）

にお気軽にご相談ください。

収支状況などの確認のため、預金通帳や売上帳等の書類の準備をお願いします

が、書類の提出が難しい場合は、職員が口頭でお伺いします。

猶予制度に関するお問合せについては、「国税局猶予相談センター」（フリーダイ
ヤル等）をご利用ください。

【受付時間】８：30～17：00（土日祝除く。）

【電話番号】国税局によって異なりますので、国税庁ホームページをご覧ください。

　https ://www.nta .go . jp/taxes/noze i/nofu_konnan/ca l lcenter/ index.htm

電話番号はこちら

➢

➢

➢

○現行の猶予の要件（幅広い方が認められます。）

・ 一時の納税により、事業の継続 ・生活維持が困難なおそれがある。

・ 納税について誠実な意思。   ・ 納期限から６か月以内に申請がある。

・ 猶予を受けようとする国税以外に滞納がない。

（注）１ 担保の提供が明らかに可能である場合を除いて担保は不要です。
　　　２ 既に滞納がある場合や申請期限を過ぎた場合は、税務署長の職権で猶予を検討します。

新型コロナウイルス感染症の影響により、国税の納付が難しい方へ

納税の猶予をご利用ください納税の猶予をご利用ください

○現行の猶予が認められると…

・ 原則として１年間納税が猶予されます（資力に応じて分割納付となります。）。

・ 猶予中は延滞税が軽減されます（通常 年8.9％→軽減後 年1.6％※）。

　  ※令和２年中における延滞税の利率　　　　　申請による換価の猶予　国税徴収法第151条の２

国税猶予

Q．Q．

A．A．

　昨年12月、父甲が死亡しました。相続人は、母乙、私Ａ及び弟Ｂの3人です。
　相続人間で話し合った結果、本年８月、月極駐車場用地（相続税評価額8,000万円、時価１億円）及
び未利用地（相続税評価額2,000万円、時価2,500万円）は兄弟２人で1/2ずつ相続し、これら以外の自
宅不動産及び預貯金その他の財産は母がすべて相続することになりました。また、債務もすべて母が負
担することになりました。
　この遺産分割協議に基づいて私Ａと弟Ｂの相続税を計算すると、おのおの課税価格は5,000万円、納
付する相続税は7,125,000円となります。この納付に充てるため、私と弟は、相続した未利用地である
宅地を売却することにしました。
　この場合、今度は譲渡所得税（及び住民税）が課されるそうですが、何か税負担を軽減する方法はあ
りますか？

 前回は、短期間のうちに重ねて相続が開始した場合に、同じ財産に重ねて課される相続税の税負担を
軽減する『相次相続控除』制度について紹介したが、今回は、納税資金を捻出するために、結果とし
て、相続税と所得税が重ねて課される《設例》である。
 このようなケースの税負担を軽減するために、租税特別措置法第39条『相続財産に係る譲渡所得の課
税の特例』が設けられている。制度の内容は、相続が開始した日の翌日から相続税の申告期限の翌日以
後３年以内に相続財産を譲渡した場合には、その譲渡した資産の取得費に相続税額のうち一定の金額を
加算するというものである。つまり、適用要件及び計算方法は、

① 相続または遺贈により財産を取得した個人で、相続税を課された者が資産を譲渡。
② ①の相続税の課税価格計算の基礎に算入された資産で、相続開始日から３年10ヵ月以内に譲渡された
　 ものであること。
③ 取得費に加算する相続税＝（A）×（C）／ (B）　
 　（A）：資産を譲渡した者の確定相続税額
　 （B）：資産を譲渡した者の相続税の課税価格（債務控除前）
 　（C）：譲渡した資産について（B）に算入された価額（＝評価額）
注（＊）．譲渡資産の収入金額 －（譲渡資産の取得費＋譲渡費用）を限度として取得費加算。

となり、負担する相続税額のうち譲渡した資産の占める割合部分を譲渡所得（キャピタルゲイン）から
控除することができる制度となっている。《設例》では、相続税7,125千円×譲渡資産価額1,000万円
／課税価格5,000万円＝1,425千円を兄Ａ・弟Ｂともに譲渡資産の取得費に加算して、譲渡所得を計算
することになる。
　譲渡資産を土地として説明したが、『譲渡所得の課税の特例』であるので譲渡資産は土地に限らず、
上場株式やゴルフ会員権など譲渡所得の基因となる資産はすべて対象となる。かって、相続破産が話題
になった頃には、譲渡した資産が土地等である場合と土地等以外である場合には、取得費に加算する相
続税額の計算が違ったが、現在、その区別はない。また、相続税の納税資金捻出を理由として制度の適
用について説明したが、租税特別措置法第39条の適用はこれに限ったことではなく、相続税の申告期
限から３年以内の相続財産の譲渡であるならば、借入金の返済や建物新築資金の捻出といった他の理由
でも適用できる。

赤字決算により生じた欠損金の取り扱い相続税の納付に充てるため、相続した財産を売却。

確定した相続税額のうち一定の金額を、譲渡した相続財産の
取得費に加算。
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